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令和７年５月 

 



この財政事情は、市民の皆様に市の財政状況を広く知っていただくため、毎年５月と11月に公

表しているものです。 

 今回は、令和６年度末（令和７年３月31日現在）の予算の執行状況と令和７年度当初予算の

概要についてお知らせします。 

 この公表を通じて、本市の財政事情について御理解をいただき、市政発展へより一層の御協

力を賜りますようお願いいたします。 
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本書の集計額等は、表示単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 

＜人口、世帯数及び面積＞ 

 (1) 人  口   111,051 人 

 (2) 世 帯 数   47,689 世帯 

 (3) 面  積   388.37 ㎢ 

（令和７年４月１日現在） 
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１ 令和６年度下半期における予算の推移 

(1) 予算の推移 

令和６年度の最終予算額は、一般会計637億6,680万3千円、特別会計218億6,342万1千円の

合計856億3,022万4千円となっています。この予算額は、当初予算額に繰越明許費と６月、９

月、12月、３月市議会定例会における補正予算額を反映させた金額です。 

 

各会計予算 

（単位：千円） 

 当初 

予算額 

繰越 

明許費 

6月 

議会 

補正額 

9月 

議会 

補正額 

12月 

議会 

補正額 

3月 

議会 

補正額 

専決 

補正額 
予算現額 

一般会計 54,700,000 1,860,302 1,761,355 242,440 1,417,203 3,292,857 492,646 63,766,803 

特 
 

 

別 
 

 

会 
 

 

計 

国民健康保険 

（事業勘定） 
10,784,000  10,719 86,260 1,596 3,257  10,885,832 

国民健康保険 

（施設勘定） 
176,000  14,300 56,900    247,200 

後期高齢者医療 1,594,000       1,594,000 

介護保険 8,900,000   190,389    9,090,389 

公設地方卸売市場 46,000       46,000 

小計 21,500,000  25,019 333,549 1,596 3,257  21,863,421 

合 計 76,200,000 1,860,302 1,786,374 575,989 1,418,799 3,296,114 492,646 85,630,224 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

2 

 

(2) 補正予算の内容 

下半期中の補正予算の主な内容は、次のとおりです。 

10月専決補正予算 

一般会計（補正３号） 5,526万7千円  

  衆 議 院 議 員 選 挙 費 5,526万7千円 一般職手当 ほか 

    

12月補正予算 

一般会計(補正４号) 8億7,593万7千円  

 高 齢 者 福 祉 事 業 771万6千円 認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業補助金 

 障 害 者 福 祉 事 業 191万7千円 情報システム開発保守委託料 

 障害者サービス等給付事業  5億4,196万6千円 障害者総合支援介護給付訓練等給付費 ほか 

 地 域 生 活 相 談 支 援 事 業 643万2千円 相談支援事業消費税補償金 

 地域生活サービス支援事業  986万9千円 地域生活支援事業給付費 

 民間保育所等運営支援事業  1億2,321万9千円 施設型給付費 ほか 

 農用地利用集積促進事業 8,583万2千円 農地中間管理機構事業費補助金 ほか 

 国営関連かんがい排水事業 1,027万6千円 日野川用水基幹水利施設管理事業負担金 

 県 営 土 地 改 良 事 業 320万円 経営体育成基盤整備事業促進事業費補助金 

 歴史文化芸術振興基金積立金 100万円 歴史文化芸術振興基金積立金 

 学校給食センター管理運営事業 977万9千円 給食賄材料費 

 政 策 推 進 事 業 662万1千円 国庫支出金精算返還金 

 自 立 相 談 支 援 事 業 377万4千円 国庫支出金精算返還金 

 生 活 保 護 事 務 1,941万円 国庫支出金精算返還金 

 障害者サービス等給付事業 2,317万1千円 国庫支出金精算返還金 

 児 童 福 祉 推 進 事 業 1,499万2千円 国庫支出金精算返還金 

 子育て世帯臨時特別給付金給付事業 50万円 国庫支出金精算返還金 

 出産・子育て応援給付金給付事業 525万6千円 国庫支出金精算返還金 

 民間保育所等運営支援事業 100万7千円 国庫支出金精算返還金 

 

一般会計(補正５号) 5億4,126万6千円  

 職 員 給 与 費 2億7,380万6千円 職員給与費（一般管理費） ほか 

 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業 2億6,746万円 住民税非課税世帯等臨時特別給付金 ほか 

    

 特別会計   

 国民健康保険（事業勘定） 159万6千円 県支出金精算返還金 ほか 

    

１月専決補正予算 

一般会計（補正６号） 4億3,000万円  

  観光資源ブランド化推進事業 8,000万円 ふるさと寄附業務委託料 ほか 

  ふるさと寄附基金積立金 1億6,000万円 ふるさと寄附基金積立金 

 バ ス ・ 鉄 道 活 性 化 事 業 9,085万円 ふるさと寄附業務委託料 ほか 

  ふるさと寄附基金積立金 9,915万円 地域鉄道再生基金積立金 
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３月補正予算 

一般会計(補正７号) 32億9,285万7千円  

 母 子 保 健 事 業 503万8千円 国庫支出金精算返還金 

 感 染 症 予 防 対 策 事 業 239万7千円 国庫支出金精算返還金 

 新型コロナウイルスワクチン接種事業 7,007万円 国庫支出金精算返還金 

 民間保育所等運営支援事業  5,985万6千円 施設型給付費 ほか 

 土地改良施設維持管理事業 117万3千円 省エネルギー化推進対策支援交付金 

 県 営 土 地 改 良 事 業 1,352万7千円 県営土地改良事業負担金 

 バ ス ・ 鉄 道 活 性 化 事 業 2,780万5千円 コミュニティバス運行業務委託料 ほか 

 道 路 新 設 改 良 事 業 142万6千円 滋賀県施行土木建設事業負担金 

 国営関連かんがい排水事業 13億2,657万9千円 国営かんがい排水事業償還金 

 県 営 土 地 改 良 事 業 3,200万円 経営体育成基盤整備事業促進事業費補助金  

 バ ス ・ 鉄 道 活 性 化 事 業 2億2,413万円 一般社団法人近江鉄道線管理機構補助金 

 道路橋りょう災害復旧事業 8,300万円 道路災害復旧工事 

 小 学 校 施 設 整 備 事 業 8億2,030万2千円 小学校校舎等整備工事 ほか 

 中 学 校 施 設 整 備 事 業 6億2,555万4千円 中学校校舎等整備工事 

    

 特別会計   

 国民健康保険（事業勘定） 325万7千円 県支出金精算返還金 

    

３月専決補正予算 

一般会計(補正８号) 737万9千円  

 退 職 手 当 基 金 690万9千円 退職手当基金 

 こ ど も 未 来 夢 基 金 300万4千円 こども未来夢基金 

 図 書 館 本 の 森 基 金 9万5千円 図書館本の森基金 

 土 地 開 発 基 金  183万4千円 土地開発基金  

 歴 史 文 化 芸 術 振 興 基 金  21万円 歴史文化芸術振興基金  

 市 債 利 子 償 還 金 △467万3千円 市債利子償還金 
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(3) 予算の執行状況 

令和７年３月31日時点での各会計及び一般会計歳入・歳出の執行状況は、次のとおりで

す。 

 

各会計執行状況 

    （単位：千円） 

  

予算現額 
収入済額 支出済額 

金 額 収入率 金 額 執行率 

 一 般 会 計 63,766,803 50,433,647 79.1% 47,079,489 73.8% 

特 
 

 
 

 

別 
 

 
 

 

会 
 

 
 

 

計 

国民健康保険 
（事業勘定） 

10,885,832 9,172,166 84.3% 9,830,171 90.3% 

国民健康保険 
（施設勘定） 

247,200 12,470 5.0% 167,272 67.7% 

後 期 高 齢 者 
医 療 

1,594,000 1,534,407 96.3% 1,511,737 94.8% 

介 護 保 険 9,090,389 7,374,320 81.1% 7,875,255 86.6% 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

46,000 20,593 44.8% 35,677 77.6% 

小 計 21,863,421 18,113,956 82.9% 19,420,112 88.8% 

  合   計 85,630,224 68,547,603 80.1% 66,499,601 77.7% 

（注）千円未満は四捨五入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5 

 

一般会計歳入 

 （単位：千円） 

款 
予   算   現   額 収   入   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 収 入 率 

市 税 17,597,500 27.6% 17,446,004  99.1% 

地 方 譲 与 税 378,084  0.6% 378,084  100.0% 

利 子 割 交 付 金 8,405  0.0% 8,405  100.0% 

配 当 割 交 付 金 146,058  0.2% 146,058  100.0% 

株式等譲渡所得割交付金 180,531  0.3% 180,531  100.0% 

法 人 事 業 税 交 付 金 336,056  0.5% 336,056  100.0% 

地 方 消 費 税 交 付 金 2,807,950  4.4% 2,807,950  100.0% 

ゴルフ場利用税交付金 27,226  0.0% 27,226  100.0% 

環 境 性 能 割 交 付 金 68,088  0.1% 68,088  100.0% 

地 方 特 例 交 付 金 675,171 1.1% 675,171  100.0% 

地 方 交 付 税 12,714,098  19.9% 12,714,098  100.0% 

交通安全対策特別交付金 9,023  0.0% 9,023  100.0% 

分 担 金 及 び 負 担 金 265,344  0.4% 40,965  15.4% 

使 用 料 及 び 手 数 料 475,186  0.7% 527,279  111.0% 

国 庫 支 出 金 9,646,449  15.1% 7,160,392  74.2% 

県 支 出 金 4,793,512  7.5% 2,319,718  48.4% 

財 産 収 入 84,906  0.1% 75,963  89.5% 

寄 附 金 1,465,213  2.3% 1,360,614  92.9% 

繰 入 金 2,400,200  3.8% 0  0.0% 

繰 越 金 1,782,366  2.8% 1,782,366  100.0% 

諸 収 入 1,446,763  2.3% 1,043,483  72.1% 

市 債 6,458,674  10.1% 1,326,174  20.5% 

計 63,766,803 100.0% 50,433,647  79.1% 

（注）千円未満は四捨五入 
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一般会計歳出 

（単位：千円） 

款 
予   算   現   額 支   出   済   額 

金   額 構 成 比 金   額 執 行 率 

議 会 費 283,991  0.4% 265,750  93.6% 

総 務 費 7,013,942  11.0% 4,798,187  68.4% 

民 生 費 22,651,882  35.5% 18,591,835  82.1% 

衛 生 費 4,698,606  7.4% 3,835,904  81.6% 

労 働 費 112,175  0.2% 82,038  73.1% 

農 林 水 産 業 費 3,935,842  6.2% 2,004,999  50.9% 

商 工 費 1,637,840  2.6% 1,299,490  79.3% 

土 木 費 3,823,064  6.0% 2,559,390  66.9% 

消 防 費 1,702,517  2.7% 1,563,948  91.9% 

教 育 費 10,497,816  16.5% 6,392,270  60.9% 

災 害 復 旧 費 105,266  0.2% 30,166  28.7% 

公 債 費 5,701,025  8.9% 5,655,510  99.2% 

諸 支 出 金 1,452,837  2.3% 0  0.0% 

予 備 費 150,000  0.2% 0  0.0% 

計 63,766,803 100.0% 47,079,489  73.8% 

（注）千円未満は四捨五入 
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２ 基金の現在高及び市債の現在高見込額並びに市民の負担概況 

(1) 基金の現在高及び市債の現在高見込額について 

基金の現在高 

基金とは、条例の定めるところにより、特定目的のために財産を維持し、資金を積み立て、

又は定額の資金を運用するために設けた財産です。 

基金名称 現在高 設置目的 

財 政 調 整 基 金 38億1,520万円 市財政の調整と健全な運営に資するため 

減 債 基 金 62億722万円 市債の償還などに必要な財源を確保し、将来にわたる財政の
健全な運営に資するため 

退 職 手 当 基 金 30億9,135万円 退職手当の資金を計画的に積み立て、市財政の健全な運営に
資するため 

公 共 施 設 整 備 基 金 34億6,949万円 義務教育施設、公益施設その他公共施設の整備に資するため 

ふ る さ と 創 生 基 金 2億1,583万円 自ら考え自ら行う地域づくり事業の健全な運営に資するため 

こ ど も 未 来 夢 基 金 2,198万円 次代を担うこどもたちが未来に夢をもち、豊かな心を育む施
策に資するため 

医 学 奨 学 基 金 1,739万円 医学分野の修学援助事業を行うため 

図 書 館 本 の 森 基 金 7,758万円 図書館資料等の充実を図るため 

地 域 福 祉 基 金 8億395万円 地域福祉の増進に資するため 

墓 地 管 理 基 金 5,988万円 墓地の適正な管理運営に資するため 

水 源 対 策 基 金 1,425万円 広域的な水源かん養機能の整備促進を図り、水資源対策の振
興に資するため 

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 4,640万円 土地改良施設の多様な機能の維持及び増進に係る住民の共同
活動の活性化を図るため 

市 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 2億7,638万円 市営住宅又はその共同施設の建設、修繕又は改良に資するた
め 

木 地 師 村 整 備 基 金 5,559万円 木地師村整備事業及び皇学園跡地利用の健全な運営に資する
ため 

み ん な で 育 む ま ち づ く り 基 金 42億2,292万円 市民との協働による「うるおいとにぎわいのまちづくり」を進
めるため 

ふ る さ と 寄 附 基 金 10億7,082万円 ふるさと寄附金を適正に管理するため 

土 地 改 良 施 設 整 備 基 金 7,274万円 土地改良施設の整備を計画的に推進するため 

学 校 施 設 整 備 基 金 1,635万円 学校施設整備に必要な資金を積み立てるため 

感 染 症 対 策 支 援 基 金 1,426万円 新型インフルエンザ等の感染拡大を防ぎ、市民の生命及び生
活並びに地域経済を守り抜く緊急対策を迅速に講ずるため 

歴 史 文 化 芸 術 振 興 基 金 732万円 歴史文化及び芸術の振興と活用を図るため 

地 域 鉄 道 再 生 基 金 713万円 地域鉄道の維持存続の機運を高め、安全で安心な輸送を確保
し、将来にわたって地域鉄道を守り続けていくため 

ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 基 金 1万円 地域再生法に規定するまち・ひと・しごと創生寄附活用事業に
要する経費の財源に充てるため 

畜 産 振 興 基 金 1,692万円 本市の畜産振興を図るとともに、畜産農家の経営の安定向上
に資するため 

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 3億3,113万円 国民健康保険財政の健全な運営に資するため 

国 民 健 康 保 険 診 療 所 管 理 運 営 基 金 6,087万円 国民健康保険診療所の管理運営その他財源の不足が生じたと
きの財源を積み立てるため 

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 12億3,113万円 介護保険財政の健全な運営に資するため 

物 品 調 達 基 金 ※ 712万円 物品の集中購買を実施することで、物品の取得及び管理の事
務を円滑かつ効率的に行うため 

福 祉 資 金 貸 付 基 金 ※ 24万円 福祉資金の貸付けを行うため 

土 地 開 発 基 金 ※ 7億6,425万円 公用に供する土地のため、あらかじめ取得することにより、事
業の円滑な執行を図るため 

東 近 江 市 産 木 材 調 達 管 理 基 金 ※ 5,000万円 木材利用の促進に必要な木材の調達及び管理を円滑かつ効率
的に行うため 

合    計 260億4,569万円  

※現金のみの残高を記載しており、土地・貸付金・動産の残高は含みません。      （令和7年3月31日現在） 
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市債の借入現在高見込額の状況 

（単位：千円） 

会 計 区      分 
令和６年度末 

現在高見込額 
構成比 

一 般 会 計 

１ 普 通 債     

(1) 総 務 94,200  0.2% 

(2) 民 生 1,674  0.0% 

(3) 衛 生 142,176  0.3% 

(4) 労 働 -   -   

(5) 農 林 12,500  0.0% 

(6) 商 工 -   -   

(7) 土 木 117,368  0.3% 

(8) 公 営 住 宅 616,091  1.4% 

(9) 消 防 -   -   

(10) 教 育 795,157  1.8% 

２ 災害復旧費    

(1) 土 木 15,652  0.0% 

(2) 農 林 水 産 -   -   

(3) 公 共 施 設 等 49,565  0.1% 

３ その他    

(1) 辺 地 対 策 債 86,153  0.2% 

(2) 過 疎 対 策 債 103,800  0.2% 

(3) 減 税 補 て ん 債 29,555  0.1% 

(4) 臨 時 税 収 補 て ん 債 -   -   

(5) 臨 時 財 政 対 策 債 17,862,427  40.0% 

(6) 減 収 補 て ん 債 112,524  0.3% 

(7) 減 税 補 て ん 借 換 債 -   -   

(8) 合 併 推 進 債 -   -   

(9) 合 併 特 例 債 21,184,229  47.5% 

(10) 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 1,233,061  2.8% 

(11) 防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債 336,613  0.8% 

(12) 公共施設等適正管理推進事業債 -          -  

小      計 42,792,745  95.9% 

（注）千円未満は四捨五入 
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（単位：千円） 

会   計  区      分 
令和６年度末 

現在高見込額 
構成比 

国民健康保険 

 

（施設勘定） 

１ 病院事業債    

(1) 診 療 所 整 備 事 業 債 1,427,182  3.2% 

(2) 病 院 整 備 事 業 債 59,048  0.1% 

(3) 医 療 機 器 整 備 事 業 債 -   -   

２ 合併特例事業債    

(1) 診 療 所 整 備 事 業 債 330,814  0.7% 

小      計 1,817,044  4.1% 

合      計 44,609,789  100.0% 

（注）千円未満は四捨五入 

 

（単位：千円） 

会計 
令和６年度末 

現在高見込額 

水道事業 2,797,256  

下水道事業 20,929,860  

病院事業 524,178  

企業会計 合計 24,251,294  

総合計（一般会計＋特別会計＋企業会計） 68,861,083  

（注）千円未満は四捨五入 
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(2) 市民の負担概況について 

市民等負担の状況 

市が各種の事業を行う上で、必要な経費の大部分は、市税で賄っています。その他、受益者が

直接負担する市の施設の使用料や各種手数料があります。 

令和６年度（令和７年３月31日現在）の歳入における市税は、174億4,600万4千円で全収入中

の34.6％を占めています。また、使用料及び手数料は、5億2,727万9千円で全収入中の1.0％とな

ります。 

 

市民一人当たりの市債額 

市債は、道路・学校・社会体育施設の建設など多額の経費を要し、その事業効果が後年度に及

ぶもので、その経費を後年度の市民の負担とすることが適当な建設事業の財源として、国や金融

機関などから長期にわたって借り入れる借金です。 

市債の令和７年３月31日現在高見込み（公営企業会計に属するものを除く一般会計・特別会計

の合計）では、446億978万9千円で、市民一人当たり40万1,705円となります。 

 

市民一人当たりの基金額 

基金は、後年度の健全な財政運営や特定の目的のための預金です。 

基金の令和７年３月31日現在高は260億4,568万6千円で、市民一人当たり23万4,538円となりま

す。 
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３ 令和７年度当初予算の概要について 

令和７年度当初予算は、予算編成時に市長選挙が執行されたことから一般行政経費を中心と

した骨格予算として編成しました。長引く物価高騰等の影響による市民生活や地域経済の安定

を図ることに加え、人口減少や少子高齢化の進行、情報技術の進展などに伴う社会構造の急速

な変化に対応するため、過去最大規模の当初予算となりました。 

一般会計予算は、前年度と比較すると７億円増加の554億円となりました。また、一般会計の

他に５つの特別会計、３つの企業会計を合わせた総予算規模は893億9,054万1千円、前年度予算

と比較すると20億9,399万3千円の増加となりました。 

  

各会計予算の状況 

（単位:千円、％） 

 

 

  

令和７年度
予算額　Ａ

令和６年度
予算額　Ｂ

差引増減額
Ｃ＝Ａ－Ｂ

増減率
Ｃ／Ｂ

1   一般会計 55,400,000 54,700,000 700,000 1.3

2
 国民健康保険特別会計
　（事業勘定）

10,739,000 10,784,000 △ 45,000 △ 0.4

3
 国民健康保険特別会計
　（施設勘定）

134,000 176,000 △ 42,000 △ 23.9

4  後期高齢者医療特別会計 1,652,000 1,594,000 58,000 3.6

5  介護保険特別会計 8,865,000 8,900,000 △ 35,000 △ 0.4

6  公設地方卸売市場特別会計 55,000 46,000 9,000 19.6

7 小  計 21,445,000 21,500,000 △ 55,000 △ 0.3

8  水道事業会計 3,823,392 3,606,612 216,780 6.0

9  下水道事業会計 7,035,749 7,140,754 △ 105,005 △ 1.5

10  病院事業会計 1,686,400 349,182 1,337,218 383.0

11 小  計 12,545,541 11,096,548 1,448,993 13.1

12 89,390,541 87,296,548 2,093,993 2.4

特
別
会
計

企
業
会
計

合  計
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一般会計予算の状況 

 

令和７年度 令和６年度 差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

1 ○ 市税 18,231,410 32.9 17,137,500 31.3 1,093,910 6.4

2 地方譲与税 381,372 0.7 368,479 0.7 12,893 3.5

3 利子割交付金 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0

4 配当割交付金 100,000 0.2 80,000 0.1 20,000 25.0

5 株式等譲渡所得割交付金 130,000 0.2 100,000 0.2 30,000 30.0

6 法人事業税交付金 340,000 0.6 300,000 0.5 40,000 13.3

7 地方消費税交付金 2,900,000 5.2 2,700,000 4.9 200,000 7.4

8 ゴルフ場利用税交付金 25,000 0.0 25,000 0.0 0 0.0

9 環境性能割交付金 80,000 0.1 60,000 0.1 20,000 33.3

10 地方特例交付金 100,000 0.2 500,000 0.9 △ 400,000 △ 80.0

11 地方交付税 11,300,000 20.4 11,300,000 20.7 0 0.0

12 交通安全対策特別交付金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

13 ○ 分担金及び負担金 81,905 0.1 83,367 0.2 △ 1,462 △ 1.8

14 ○ 使用料及び手数料 456,848 0.8 475,186 0.9 △ 18,338 △ 3.9

15 国庫支出金 7,460,198 13.5 6,732,594 12.3 727,604 10.8

16 県支出金 5,245,673 9.5 4,316,602 7.9 929,071 21.5

17 ○ 財産収入 116,838 0.2 83,072 0.2 33,766 40.6

18 ○ 寄附金 1,303,451 2.4 1,111,501 2.0 191,950 17.3

19 ○ 繰入金 4,739,270 8.6 4,998,700 9.1 △ 259,430 △ 5.2

20 ○ 繰越金 200,000 0.4 200,000 0.4 0 0.0

21 ○ 諸収入 1,447,935 2.6 1,325,899 2.4 122,036 9.2

22 市債 745,100 1.3 2,787,100 5.1 △ 2,042,000 △ 73.3

23 55,400,000 100.0 54,700,000 100.0 700,000 1.3

24 ○　うち自主財源 26,577,657 48.0 25,415,225 46.5 1,162,432 4.6

※〇印は自主財源（市が自主的に収入できる財源）

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

25 個人市民税 6,264,000 34.4 5,401,000 31.5 863,000 16.0

26 法人市民税 1,264,400 6.9 1,243,700 7.3 20,700 1.7

27 固定資産税 8,912,500 48.9 8,750,800 51.1 161,700 1.8

28 軽自動車税 500,310 2.7 464,600 2.7 35,710 7.7

29 市たばこ税 755,000 4.1 747,000 4.4 8,000 1.1

30 入湯税 10,000 0.1 10,000 0.1 0 0.0

31 都市計画税 525,200 2.9 520,400 3.0 4,800 0.9

32 18,231,410 100.0 17,137,500 100.0 1,093,910 6.4

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

33 辺地対策事業債 0 0.0 15,200 0.5 △ 15,200 皆減

34 過疎対策事業債 48,500 6.5 35,000 1.3 13,500 38.6

35 緊急防災・減災事業債 44,200 5.9 34,600 1.2 9,600 27.7

36 臨時財政対策債 0 0.0 150,000 5.4 △ 150,000 皆減

37 合併特例事業債 545,300 73.2 2,477,300 88.9 △ 1,932,000 △ 78.0

38 市営住宅整備事業債 105,000 14.1 75,000 2.7 30,000 40.0

39 地域鉄道対策事業債 2,100 0.3 0 0.0 2,100 皆増

40 745,100 100.0 2,787,100 100.0 △ 2,042,000 △ 73.3

※構成比はそれぞれ四捨五入しているので合計とは一致しない場合があります。

（単位：千円、％）

【歳入】

合　計

【市税の内訳】 （単位：千円、％）

令和７年度 令和６年度

合計

合　計

【市債の内訳】 （単位：千円、％）

令和７年度 令和６年度
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差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

1 291,712 0.5 283,991 0.5 7,721 2.7

2 6,026,792 10.9 6,201,080 11.3 △ 174,288 △ 2.8

3 20,902,905 37.7 19,751,043 36.1 1,151,862 5.8

4 4,592,092 8.3 4,432,370 8.1 159,722 3.6

5 112,891 0.2 112,175 0.2 716 0.6

6 2,365,728 4.3 2,376,116 4.3 △ 10,388 △ 0.4

7 1,447,783 2.6 1,542,657 2.8 △ 94,874 △ 6.2

8 3,471,654 6.3 3,517,841 6.4 △ 46,187 △ 1.3

9 1,644,272 3.0 1,663,720 3.0 △ 19,448 △ 1.2

10 7,381,307 13.3 7,760,408 14.2 △ 379,101 △ 4.9

11 災害復旧費 0 0.0 22,266 0.0 △ 22,266 皆減

12 5,685,579 10.3 5,705,698 10.4 △ 20,119 △ 0.4

13 1,327,285 2.4 1,180,635 2.2 146,650 12.4

14 150,000 0.3 150,000 0.3 0 0.0

15 55,400,000 100.0 54,700,000 100.0 700,000 1.3

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

16 □ 10,778,864 19.5 10,562,674 19.3 216,190 2.0

17 10,764,626 19.4 9,062,856 16.6 1,701,770 18.8

18 308,939 0.6 307,978 0.6 961 0.3

19 □ 11,295,502 20.4 9,869,010 18.0 1,426,492 14.5

20 補助費等 7,877,923 14.2 7,769,461 14.2 108,462 1.4

21 一部事務組合 2,959,386 - 2,937,500 - 21,886 0.7

22 その他 4,918,537 - 4,831,961 - 86,576 1.8

23 普通建設事業費 1,779,074 3.2 4,925,638 9.0 △ 3,146,564 △ 63.9

24 補助事業 684,416 - 2,434,173 - △ 1,749,757 △ 71.9

25 単独事業 1,094,658 - 2,491,465 - △ 1,396,807 △ 56.1

26 災害復旧事業費 0 0.0 22,266 0.0 △ 22,266 皆減

27 □ 5,685,579 10.3 5,705,698 10.4 △ 20,119 △ 0.4

28 1,319,531 2.4 1,174,595 2.1 144,936 12.3

29 1,320,743 2.4 1,101,732 2.0 219,011 19.9

30 4,119,219 7.4 4,048,092 7.4 71,127 1.8

31 150,000 0.3 150,000 0.3 0 0.0

32 55,400,000 100.0 54,700,000 100.0 700,000 1.3

33 27,759,945 50.1 26,137,382 47.8 1,622,563 6.2

※□印は義務的経費（市の歳出のうち任意に節減できない硬直性の高い経費）

差引増減額 増減率

予算額　Ａ 構成比 予算額　Ｂ 構成比 Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

34 5,405,422 95.1 5,559,676 97.4 △ 154,254 △ 2.8

35 280,157 4.9 146,022 2.6 134,135 91.9

36 5,685,579 100.0 5,705,698 100.0 △ 20,119 △ 0.4

※構成比はそれぞれ四捨五入しているので合計とは一致しない場合があります。

（単位：千円、％）

【歳出】　目的別
令和７年度 令和６年度

諸支出金

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

予備費

合計

（単位：千円、％）

【歳出】　性質別
令和７年度 令和６年度

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

公債費

積立金

貸付金・出資金

繰出金

予備費

合計

□　うち義務的経費

利子償還金

合計

【公債費の内訳】 （単位：千円、％）

令和７年度 令和６年度

元金償還金


